
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町村費 その他

宮崎
市

住吉地
区きゅ
うり生
産組合

きゅう
り

I1

上位規
格品の
割合の
増加

当該生産組
合のAM･AS品
率
75.4％

①生産組合
出荷数量
152,997kg

②生産組合
AM･AS品数量
115,285kg

③AM･AS品率
75.4％
（②/①）

当該生産組
合のAM･AS品
率
85.6％

①生産組合
出荷数量
142,189kg

②生産組合
AM･AS品数量
121,795kg

③AM･AS品率
85.6％
（②/①）

当該生産組
合のAM･AS品
率
83.9％

①生産組合
出荷数量
154,496kg

②生産組合
AM･AS品数量
129,680kg

③AM･AS品率
83.9％
（②/①）

当該生産組
合のAM･AS品
率
84.6％

①生産組合
出荷数量
150,036kg

②生産組合
AM･AS品数量
126,970kg

③AM･AS品率
84.6％
（②/①）

当該生産組
合のAM･AS品
率
87.4％

①生産組合
出荷数量
210,000kg

②生産組合
AM･AS品数量
183,624kg

③AM･AS品率
87.4％
（②/①）

76.6%

上位規格
品の割合
が、計画
時と比べ
て9.2ポ
イント増
加した。

きゅう
り

I2
10a当た
り収量
の増加

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
24,677㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
62ａ

②生産組合販
売数量
152,997㎏

③10ａ当たり
販売数量
24,677㎏
/10ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
27,880㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
51ａ

②生産組合販
売数量
142,189㎏

③10ａ当たり
販売数量
27,880kg/10
ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
19,807㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
78ａ

②生産組合販
売数量
154,496㎏

③10ａ当たり
販売数量
19,807㎏
/10ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
19,235㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
78ａ

②生産組合販
売数量
150,036㎏

③10ａ当たり
販売数量
19,235㎏
/10ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
26,923㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
78ａ

②生産組合販
売数量
210,000㎏

③10ａ当たり
販売数量
26,923㎏
/10ａ

-242.2%

10a当た
りの収量
が、計画
時と比べ
22％
（5,442k
g/10a）
減少し
た。

耕種作物
共同利用
施設整備

生産技術
高度化施
設
(低コスト
耐候性ハ
ウス)

69,788,400 31,722,000 0 3,172,000 34,894,400
R4.11
.9

○事業の効果
低コスト耐候性ハウスの導
入により、安定生産の構築
が図れた。
○課題
低コスト耐候性ハウスの機
能を活かし、早期定植を試
みたが高温期定植における
病気が出た。
○改善方策
担当指導員と連携し、防
除・予防等に取り組み、施
設を活用した栽培管理を行
う。

低コスト耐候性ハウ
スの機能を活かし、
作期を延ばすため早
期定植を試みたが、
高温による病気が発
生し、植え替えを
行ったため、収穫時
期が短くなってしま
い収量が伸びずに目
標達成に至らなかっ
た。
夏場の高温対策や作
中の栽培指導を関係
機関で行い、目標達
成を目指す。

国富
町

国富地
区ズッ
キーニ
生産組
合

ズッ
キーニ

I1

上位規
格品等
の割合
の増加

当該生産組
合のAS品率
46.3％

①生産組合
出荷数量
23,433kg

②生産組合
AS品数量
10,850kg

③AS品率
46.3％
（②/①）

当該生産組
合のAS品率
54.3％

①生産組合
出荷数量
56,938kg

②生産組合
AS品数量
30,958kg

③AS品率
54.3％
（②/①）

当該生産組
合のAS品率
55.9％

①生産組合
出荷数量
71,277kg

②生産組合
AS品数量
39,906kg

③AS品率
55.9％
（②/①）

当該生産組
合のAS品率
50.6％

①生産組合
出荷数量
51,746kg

②生産組合
AS品数量
26,186kg

③AS品率
50.6％
（②/①）

当該生産組
合のAS品率
56.0％

①生産組合
出荷数量
56,500kg

②生産組合
AS品数量
31,640kg

③AS品率
56.0％
（②/①）

44.3%

上位規格
品の割合
が、計画
時と比べ
て4.3ポ
イント増
加した。

ズッ
キーニ

I2

10a当た
りの販
売額の
増加

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
10,193㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
23ａ

②生産組合販
売数量
23,443㎏

③10ａ当たり
販売数量
10,193㎏
/10ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
12,514kg/10
ａ

①生産組合出
荷面積
45.5ａ

②生産組合販
売数量
56,938㎏

③10ａ当たり
販売数量
12,514kg/10
ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
10,638㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
67ａ

②生産組合販
売数量
71,277㎏

③10ａ当たり
販売数量
10,638㎏
/10ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
7,723kg/10ａ

①生産組合出
荷面積
67ａ

②生産組合販
売数量
51,746㎏

③10ａ当たり
販売数量
7,723㎏
/10ａ

当該生産組合
の10ａ当たり
収量
12,021㎏
/10ａ

①生産組合出
荷面積
47ａ

②生産組合販
売数量
56,500㎏

③10ａ当たり
販売数量
12,021㎏
/10ａ

-135.1%

10a当た
りの収量
が、計画
時と比べ
24.2％
（2,470k
g/10a）
減少し
た。

耕種作物
共同利用
施設整備

生産技術
高度化施
設
(低コスト
耐候性ハ
ウス)

46,002,000 12,546,000 0 836,000 32,620,000
R4.11
.9

○事業の効果

低コスト耐候性ハウスの導
入により、安定生産の構築
が図れた。

○課題

天候不順による病気等が春
先から発生し、営農指導員
から助言を受けて防除等の
対策を行ったものの拡散を
防げず、予定期までの収穫
ができなかった。

○改善方策

防除・予防等の徹底を図
り、施設や設備を十分に活
用した栽培管理を行う。

天候不順の影響を受
け病気等が発生し、1
月～6月の収量が大幅
に減少したため目標
達成に至らなかっ
た。
次作向けて土壌消毒
や防除等の対策につ
いて関係機関により
指導を行い、目標の
達成を目指す。

小
林
市
、
高
原
町

宮崎
県農
業協
同組
合こ
ばや
し地
区本
部

マン
ゴー

Ｈ
１

上位規
格品等
の割合
の増加

①生産組合

出荷数量
189,384kg

②上位規格

品
58,368.6kg

③上位規格

品割合
30.8%

（②/①）

－ ①生産組合

出荷数量
179,663㎏

②上位規格

品
57,492㎏

③上位規格

品割合
32.0%

（②/①）

①生産組合

出荷数量
189,657㎏

②上位規格

品
68,277㎏

③上位規格

品割合
36.0%

（②/①）

①生産組合

出荷数量
205,090㎏

②上位規格

品
94,136㎏

③上位規格

品割合
45.9%

（②/①）

34.4%

上位規格
品の割合
が5.2ポ
イント増
加。

マン
ゴー

Ｈ
11

10a当た
りの販
売額の
増加

①出荷面積

12.4ha

②販売金額

526,927千円

③10ａ当たり

販売金額
4,249千円/10a

－ ①出荷面積

10.8ha

②販売金額

611,550千円

③10ａ当たり

販売金額
5,663千円
/10a

①出荷面積

11.3ha

②販売金額

594,809千円

③10ａ当たり

販売金額
5,264千円
/10a

③'(補正後)

10ａ当たり販
売金額
4,095千円/10
a
【補正係数】
0.778

①出荷面積

12.1ha

②販売金額

584,507千円

③10ａ当たり販

売金額

4,831千円/10

a

-26.6%

10a当た
りの販売

額が
3.6％減
少。

【マン
ゴー選
果機】

選果施
設（内
部品質
セン
サー、
演算装
置、計
数処理
装置
等）

35,750,000 16,250,000 0 0 19,500,000
R5.2.
28

選果能力が向上したこ
とで、生産者が栽培管
理に割く時間が増え、
上位規格の割合や単位
面積あたりの収量は増
加したが、高温や天候
不順など気象的な影響
を要因とする品質低下
により、目標は未達と
なった。また、単位面
積あたりの販売額も増
加したが、物価高騰等
により市場価格も上昇
したことから係数補正
した実績値では目標未
達となった。今後は、
研修会や現地指導の徹
底を強化し、気象的な
影響等にも対応した更
なる技術向上を図るこ
とで、収量の増加や品
質向上につなげ目標達
成を目指す。

内部品質センサーの
導入などにより選果
能力が向上したこと
で、生産者の選定作
業が省力化され、栽
培管理等に注力でき
上位規格の割合や単
位あたりの販売額は
向上したが目標は未
達となった。引き続
き、関係機関が連携
し、高度な栽培技術
の指導等を実施し、
販売額の向上に向け
た支援を行う。

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（R2年）

１年後
（R3年）

２年後
（R4年）

３年後
（R5年）

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（R2年）

１年後
（R3年）

２年後
（R4年）

３年後
（R5年）

目標値
（R5年）

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

目標値
（R5年） 達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

（都道府県名：宮崎県　令和５年度）

市町
村名

事業実
施主体

名

類
別

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

類
別

成果目
標の具
体的な
内容②



メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町村費 その他
達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（R2年）

１年後
（R3年）

２年後
（R4年）

３年後
（R5年）

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（R2年）

１年後
（R3年）

２年後
（R4年）

３年後
（R5年）

目標値
（R5年）

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

目標値
（R5年） 達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

市町
村名

事業実
施主体

名

類
別

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

類
別

成果目
標の具
体的な
内容②

小
林
市
、
高
原
町

宮崎
県農
業協
同組
合こ
ばや
し地
区本
部

土地
利用
型作
物
（稲
）

Ａ
４

1等米比
率の増
加

1等米比率
15.5%

平成26年度
より令和2年
度の7年間の
内最上と下を
抜いた5ヵ年
の平均値

【参考】
7年間の1等
米比率
H26:27.6%
H27:42.5%
H28:5.6%
H29:19.3%
H30:21.6%
R1:0.7%
R2:3.4%

H27,R1を除い
た平均値

－ 1等米比率
2.5%

①出荷量

2,868,649kg

②1等米出荷

量
71,580kg

③1等米比率

2.5%（②/

①）

1等米比率
4.5％

①出荷量

1,766,713kg

②1等米出荷

量
78,960kg

③1等米比率

4.5%（②/

①）

1等米比率
25.5%

①出荷量

1,995,645kg

②1等米出荷

量
508,890kg

③1等米比率

25.5%（②/①

-110.0%

一等米比
率が11ポ
イント減
少

土地利
用型作
物
（稲）

Ａ
６

高温耐
性品種
割合の
増加

高温耐性品種
割合
2.14％

新規需要米以
外水稲作付面
積
859.5ha

高温耐性品種
作付面積
18.4ha

高温耐性品種
作付割合
18.4ha/859.5
ha=2.14％

－ 高温耐性品種
割合
1.47％

新規需要米以
外水稲作付面
積
798.6ha

高温耐性品種
作付面積
11.7ha

高温耐性品種
作付割合
11.7ha/798.6
ha＝1.47％

高温耐性品種
割合
1.50％

新規需要米以
外水稲作付面
積
757.9ha

高温耐性品種
作付面積
11.4ha

高温耐性品種
作付割合
11.4ha/757.9
ha＝1.50％

高温耐性品種
割合
7.28％

新規需要米以
外水稲作付面
積
858.5ha

高温耐性品種
作付面積
62.5ha

高温耐性品種
作付割合
62.5ha/858.5
ha=7.28％

-12.4%

高温耐性

品種の
割合が
0.64ポ
イント

減少

【水稲
育苗施
設】
播種プ
ラント
(播種設
備、出
芽設備)

温湯消
毒施設

(代行施
行料
5％)

222,577,872 101,171,000 0 0 121,406,872
R5.3.
31

近年の異常気象によ
り、出穂期の高温が1
等米比率を下げる要因
となった。また、主食
用米の作付面積が減る
中で、高温耐性品種作
付の普及を行ってきた
が、米価の下落により
普及が進まず未達と
なった。今後は、研修
会や個別巡回などを通
じて適正な栽培管理や
本地域の気象要因に適
した高温耐性品種を推
進することで目標達成
を目指す。

播種プラントや温湯
消毒施設の整備によ
りニーズに応じた多
様な品種を安定的に
供給する体制が図ら
れた。一方で、異常
気象等により一等米
比率の低下に加え、
米価の下落等による
取組の鈍化など外的
な要因が起因となり
目標達成は低調と
なった。
今後は、関係機関が
連携し、適正な栽培
管理の励行の徹底指
導や高温耐性品種等
の推進を強化する。

西都
市

宮崎
県農
業協
同組
合
西都
地区
本部

土地利
用型作
物(種
子)

D1

水稲種
子の合
格率の
向上

合格率
99％

平成28年か
ら令和2年ま
での平均

R2　 100％
R1
96.3％
H30
98.8％
H29　100％
H28　100％

合格率
97.7％

R3種子生産
物審査結果
より
合格袋数
7,321袋
実績袋数
7,496袋
合格率
7321/7496×
100＝97.7％

合格率
84.8％

R4種子生産
物審査結果
より
合格袋数
6,935袋
実績袋数
8,182袋
合格率
6935/8182×
100＝84.8％

合格率
93.5％

R5種子生産
物審査結果
より
合格袋数
6,378袋
実績袋数
6,818袋
合格率
6378/6818×
100＝93.5％

合格率
100％

種子生産物
審査結果よ
り
合格袋数
7,064袋
実績袋数
7,064袋
合格率
7064/7064×
100=100%

-550%

水稲種子
の合格率
5.5ポイ
ント減少

土地利
用型作
物(種
子)

D3

水稲種
子の更
新率の
向上

種子更新率
78.3％

H28～R2の5中
3平均
H28 86.4%
H29 81.8%
H30 73.3%
R1  76.9%
R2 76.3%

種子更新率
78.9%

作付面積
5,631ha
更新面積
4,444ha
4444/5631×
100＝78.9％

種子更新率
81.9%

作付面積
5,184ha
更新面積
4,248ha
4248/5184×
100＝81.9％

種子更新率
81.8%

作付面積
5,198ha
更新面積
4,254ha
4254/5198×
100＝81.8％

種子更新率
81.9%

作付面積
5,596ha
更新面積
4,585ha
4585/5596×
100=81.9%

97.2%

水稲種子
の更新率
3.5ポイ
ント向上

耕種作物
産地基幹
施設整備

乾燥調製
施設(種子
精選設備)

49,280,000 22,400,000 0 0 26,880,000
R4.11
.25

施設整備後は処理能力の向
上が図られたため、従来よ
り145％の作業効率とな
り、劇的に改善された。
（35日→24日）
合格率は100％ではなかっ
たものの、精選設備が原因
ではなく、高温障害や病害
虫被害による収穫前の問題
によるものであり、種子検
査時の手分析により品質向
上も確認できた。種子更新
率については、目標達成と
なった。

水稲種子の合格率に
ついては、収穫前の
ほ場で高温障害や病
害虫の被害を受けた
ためである。
今後は、作付け前の
研修会や作付け中の
巡回指導を強化し、
生産者に対して適正
な栽培管理（水管
理、防除、適期収
穫）の実施を指導す
る。
種子更新率について
は、目標達成となっ
た。

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均
達成率

25.2%
　県平均達成率は25.2%となった。５事業全てにおいて、十分な成果が得られていない。
　主な原因としては、天候不順、病害虫の発生や栽培管理不足等により安定的な出荷量の確保や品質の向上が図れず、目標を達成することができなかった。
　このため、今後も適期栽培管理指導等、関係機関一体となった支援を実施し、収量・品質のさらなる向上・安定化を目指し、早期の目標達成につなげたい。


